
（１）復旧・復興事業

① 震災復興特別交付税 1,069億円（③ 1,326億円、▲     257億円、▲  19.4%） 

② 規模  3,000億円程度（③ 3,328億円、▲ 300億円程度、▲   9.9%程度） 

（２）全国防災事業

規模 1,023億円（③ 1,090億円、▲      67億円、▲   6.1%） 

総 務 省 自 治 財 政 局 
令 和 ３ 年 １ ２ 月 

 

１ 通常収支分

 

 

 

 

 

 

 

２ 東日本大震災分  

 

① 地方財政計画の規模 90兆5,900億円程度（③89兆8,060億円、＋  7,800億円程度、＋0.9%程度） 

② 地方一般歳出 75兆8,800億円程度（③75兆4,043億円、＋  4,800億円程度、＋0.6%程度） 

③ 一般財源総額 62兆  135億円（③61兆9,932億円、＋    203億円、＋  0.0%） 

（水準超経費を除く交付団体ベース） 

※ 水準超経費を含めた一般財源総額 63兆8,635億円（③63兆1,432億円、＋ 7,203億円、＋ 1.1%）

④ 地方交付税の総額      18兆  538億円（③17兆4,385億円、＋  6,153億円、＋   3.5%） 

⑤ 地方税及び地方譲与税   43兆8,283億円（③39兆9,021億円、＋3兆9,262億円、＋   9.8%） 

⑥ 地方特例交付金等 2,267億円（③   3,577億円、▲ 1,310億円、▲  36.6%） 

⑦ 臨時財政対策債   1兆7,805億円（③ 5兆4,796億円、▲3兆6,992億円、▲  67.5%） 

⑧ 財源不足額  2兆5,559億円（③10兆1,222億円、▲7兆5,664億円、▲  74.7%） 

※ 令和3年度の一般財源総額、地方税及び地方譲与税については、令和2年度徴収猶予の特例分(2,145

億円)を除いている（以下同じ）。

令和４年度地方財政対策の概要 

Ⅰ 令和４年度の地方財政の姿 
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地方債   7 兆 6,077 億円（前年度比 ▲3兆 6,331  億円、▲32.3%） 

社会保障関係費の増加が見込まれる中、地方団体が、行政サービスを安定的に提供

しつつ、地域社会のデジタル化や公共施設の脱炭素化の取組等の推進、消防・防災力

の一層の強化などの重要課題に取り組めるよう、地方交付税等の一般財源総額につい

て、令和 3 年度を上回る額を確保 

一般財源（交付団体ベース）の総額 62 兆 135 億円（前年度比 ＋203 億円、＋0.0%） 

※ 水準超経費を含めた一般財源総額 63兆8,635億円（同 ＋7,203億円、＋1.1%）

〔一般財源比率（臨時財政対策債を除く一般財源総額が歳入総額に占める割合） 68.5％程度（③64.4%）〕

１ 地方財源の確保 

     

・地方税 41兆2, 305億円（前年度比＋3兆1,503億円、＋  8.3%） 

・地方譲与税  2兆5,978億円（  同   ＋    7,759億円、＋ 42.6%） 

・地方交付税 18兆  538億円（  同  ＋  6,153億円、＋  3.5%） 

・地方特例交付金等 2,267億円（  同  ▲     1,310億円、▲ 36.6%） 

・臨時財政対策債  1兆7,805億円（  同  ▲3兆6,992億円、▲ 67.5%） 

・臨時財政対策債 1兆7,805 億円（前年度比▲3兆6,992億円、▲67.5%） 

・臨時財政対策債以外 5兆8,272 億円（  同  ＋    661億円、 ＋ 1.1%） 

 通常債  5兆  672 億円（  同  ＋    761億円、 ＋ 1.5%） 

 財源対策債 7,600   億円（  同  ▲    100  億円、▲ 1.3%） 

Ⅱ 通常収支分 
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 地方交付税（出口ベース） 18 兆 538 億円（前年度比 ＋6,153 億円、＋3.5%） 

２ 地方交付税の確保                          

 

 

 

【一般会計】                           15兆6,558億円 

① 地方交付税の法定率分等                    15兆6,404億円 

・所得税・法人税・酒税・消費税の法定率分          15兆9,314億円 

・国税減額補正精算分（⑳、㉑、①）等             ▲ 2,910億円 

② 一般会計における加算措置（既往法定分）               154億円 

※ 令和4年度に予定していた加算額2,310億円のうち上記154億円を

除く2,156億円については、地方交付税総額の安定的確保の観点から、

令和9年度以降に加算するよう、加算時期を調整 

 

【特別会計】                            2兆3,980億円 

① 地方法人税の法定率分                      1兆7,127億円 

② 交付税特別会計借入金償還額                  ▲ 5,000億円 

③ 交付税特別会計借入金支払利子                 ▲  709億円 

④ 令和3年度からの繰越金                     1兆2,561億円 

⑤ 返還金                                1億円 

 

【地方交付税】（ａ）＋（ｂ）                      18兆        538億円 

 
（参考）地方交付税の推移（兆円） 

 ㉕ ㉖ ㉗ ㉘ ㉙ ㉚ ① ② ③ ④ 

地方交付税 17.1 16.9 16.8 16.7 16.3 16.0 16.2 16.6 17.4 18.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ） 

（ｂ） 
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令和 4年度における財源不足額 2 兆 5,559 億円（前年度比▲7兆 5 ,664 億円、▲74.7%） 

※ 折半対象財源不足を解消 （令和3年度 3兆4,338億円） 

地域社会のデジタル化を推進するため、「地域デジタル社会推進費」について、令和 4

年度においても、引き続き 2,000 億円を計上 

※ 「地域デジタル社会推進費」を計上するために活用することとしていた令和 4 年度

の地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金 2,000 億円については、活用時期

を見直し、地方の財源として後年度に活用 

 

３ 臨時財政対策債の抑制等                       

 

・地方財源不足の縮小 ③ 10兆1,222億円 → ④  2兆5,559億円 （▲7兆5,664億円） 

・折半対象財源不足の解消 ③ 3兆4,338億円 → ④    ― （   皆減   ） 

・臨時財政対策債の抑制  ③ 5兆4,796億円 → ④  1兆7,805億円 （▲3兆6,992億円） 

年度末残高見込み ③ 55兆2,877億円 → ④ 53兆1,734億円 （▲2兆1,143億円） 

・交付税特別会計借入金の償還 ③   ―     → ④     5,000億円 （＋   5,000億円） 

※ 交付税特別会計借入金について、令和4年度及び令和5年度の償還額を増額し、令和4年度か

ら令和6年度まで各年度5,000億円を償還 

 

（参考）臨時財政対策債の推移（兆円） 
 ㉕ ㉖ ㉗ ㉘ ㉙ ㉚ ① ② ③ ④ 

臨時財政対策債 6.2 5.6 4.5 3.8 4.0 4.0 3.3 3.1 5.5 1.8 

 

４ 財源不足の補塡                           
 

 

 
 

 

○ 令和2年度から令和4年度までの国と地方の折半ルールを適用したが、令和4年度は 

折半対象財源不足が生じていないことから、以下のとおり財源不足額を補塡 

① 財源対策債の発行                          7,600億円 

② 地方交付税の増額による補塡(一般会計における加算措置(既往法定分)(※))    154億円 

③ 臨時財政対策債の発行（既往債の元利償還金分）          1兆7,805億円 

（※）平成 29 年度税制改正における配偶者控除等の見直しによる個人住民税の減収額を補塡する

ための加算 
 

５ 地域社会のデジタル化の推進                     
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地方団体が、少子化や人口減少などの課題に対応し、自主的・主体的に地方創生に取

り組むことができるよう、平成 27 年度に創設された「まち・ひと・しごと創生事業費」

について、令和 4年度においても、引き続き 1兆円を確保 

地方団体が、地域社会の維持・再生に向けた幅広い施策に自主的・主体的に取り組む

ため、「地域社会再生事業費」について、令和 4年度においても、引き続き 4,200 億円を

計上 

 「緊急防災・減災事業費」について、消防・防災力を一層強化するため、消防本部に

おける災害対応ドローンの整備や消防救急デジタル無線の機能強化を追加するなど対象

事業を拡充 

 「公共施設等適正管理推進事業費」について、「脱炭素化事業」を追加し、事業費を

1,000 億円増額するとともに、「長寿命化事業」の対象に空港施設やダムを追加した上

で、事業期間を 5年間延長 

新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、保健所の恒常的な人員体制を強化する

ため、保健所において感染症対応業務に従事する保健師がコロナ禍前の1.5倍となるよ

う、令和3年度からの2年間で約900名（令和2年度：約1,800名⇒令和3年度：約2,250名⇒

令和4年度：約2,700名）増員 

６ 公共施設の脱炭素化の取組等の推進                   

 

 

 

  

 
・ 公共施設等適正管理推進事業費            5,800億円（③4,800億円） 

 

 

７ 消防・防災力の一層の強化                        

 

 

 

 

 

 

８ まち・ひと・しごと創生事業費の確保                 

 

 

 
 
 

 

９ 地域社会再生事業費                           

 

 

 

 
 

 

 

10 保健所の恒常的な人員体制強化                       
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令和 4 年度末までの広域化・共同化計画の策定及び同計画に基づく具体的な取組を推

進するため、流域下水道への統合等について、地方財政措置を拡充 

公立病院が医師不足等による厳しい経営状況に直面する中、地域に必要な医療提供体

制を確保するため、令和 3年度末までに「公立病院経営強化ガイドライン」を策定し、

地方団体に「公立病院経営強化プラン」の策定を要請 

「公立病院経営強化プラン」に基づく機能分化・連携強化、医師・看護師確保等によ

る公立病院の経営強化を推進するため、地方財政措置を拡充・延長 

社会保障・税一体改革による社会保障の充実分及び人づくり革命等に係る経費につい

て所要額を計上 

11 公立病院経営強化の推進                        

 

 

 

 
 

 

 

 

 

12 下水道事業の広域化・共同化の推進                   

 

 

 

 

 

13 社会保障の充実及び人づくり革命等                  

 

 

 

※下記金額は、国・地方所要額の合計 

・ 社会保障の充実分の事業費           2兆7,968億円（③2兆7,078億円） 

・ 社会保障４経費に係る公経済負担増分の事業費    6,298億円（③   6,298億円） 

・ 人づくり革命に係る事業費           1兆6,184億円（③1兆5,791億円） 
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復旧・復興事業等について、通常収支とは別枠で整理し、所要の事業費及び財源を確

実に確保 

 

 

○ 震災復興特別交付税の確保                      

 

 

 

 

○ 震災復興特別交付税                         1,069億円 

（前年度比 ▲257億円、▲19.4%） 

○ 震災復興特別交付税により措置する財政需要 

① 直轄・補助事業の地方負担分                   552億円 

② 地方単独事業分（中長期職員派遣、職員採用、単独災害復旧事業等） 149億円 

③ 地方税等の減収分                        368億円 

※ 令和4年度の所要額は、1,069億円であるが、予算額は年度調整分140億円を除いた929億円（令和3年度

予算額：1,326億円）となる。 

※ 震災復興特別交付税の平成23～令和4年度分の予算額の累計額（不用額を除く）は5兆6,346億円 

Ⅲ 東日本大震災分 
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○ 地方が抱える課題をデジタル実装を通じて解決し、すべての地域がデジタ

ル化によるメリットを享受できる地域社会のデジタル化を一層推進するため、

令和４年度地方財政計画の歳出項目として、引き続き「地域デジタル社会

推進費」を計上

地域社会のデジタル化の推進

【算定項目】

「地域デジタル社会推進費」（普通交付税の臨時費目）

【算 定 額】

２，０００億円程度

（うち 道府県分８００億円程度、市町村分１，２００億円程度）

地方交付税措置

【事業費】

２，０００億円（令和３年度と同額）

※「地域デジタル社会推進費」を計上するために活用することとしていた
令和４年度の地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金2,000億円
については、活用時期を見直し、地方の財源として後年度に活用

地域デジタル社会形成に向け想定される取組（例）

デジタル社会の恩恵を高齢者など
多くの住民が実感できるための
デジタル活用支援

地域におけるデジタル人材の
育成・確保

条件不利地域等におけるデジタル技術
を活用したサービスの高度化

デジタル技術を活用した
安心･安全の確保

デジタル技術を活用した観光振興や
働く場の創出など魅力ある地域づくり
の推進

中小企業のデジタルトランスフォー
メーション支援
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公共施設等の適正管理の推進

対 象 事 業 充当率 交付税措置率

① 集約化・複合化事業

・ 延床面積の減少を伴う集約化・複合化事業
９０％ ５０％

② 長寿命化事業【拡充】

【公共用建物】
・施設の使用年数を法定耐用年数を超えて延長させる事業

【社会基盤施設】
・所管省庁が示す管理方針に基づき実施される事業（一定規模
以下等の事業）

道路、河川管理施設（水門、堤防、ダム（本体、放流設備、
観測設備、通報設備等））、砂防関係施設、海岸保全施設、
港湾施設、都市公園施設、空港施設、治山施設・林道、
漁港施設、農業水利施設・農道・地すべり防止施設

９０％
財政力に
応じて

３０～５０％
③ 転用事業

・他用途への転用事業

④ 立地適正化事業

・コンパクトシティの形成に向けた事業

⑤ ユニバーサルデザイン化事業

・バリアフリー法に基づく公共施設等のバリアフリー改修事業
・公共施設等のユニバーサルデザイン化のための改修事業

⑥ 脱炭素化事業【新規】 ※令和４年度～令和７年度（４年間）

・地球温暖化対策計画において、地方団体が率先的に取り組む
こととされている事業

⑦ 除却事業 ９０％ ―

【事業期間】

令和４年度～令和８年度（「脱炭素化事業」は令和４年度～令和７年度）

【事業費】

５，８００億円（令和３年度：４，８００億円）

【対象事業】

○ 「長寿命化事業」の拡充

（空港施設、ダムの追加）

○ 「脱炭素化事業」の追加 ※詳細は次頁

【地方財政措置】

公共施設等適正管理推進事業債 ※下線部は令和４年度の変更部分

○ 公共施設等の適正管理を推進するため､「公共施設等適正管理推進事業費」
について、対象事業及び事業費を拡充した上で、事業期間を５年間延長
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【対象事業】

地球温暖化対策計画において、地方団体が率先的に
取り組むこととされている以下の地方単独事業

① 太陽光発電の導入

② 建築物におけるＺＥＢの実現

③ 省エネルギー改修の実施

④ ＬＥＤ照明の導入
※「ＺＥＢの実現」、「省エネルギー改修」は、それぞれ

ＺＥＢ基準、省エネ基準に適合させるための改修が対象

【事業期間】

令和４年度～令和７年度

【事業費】

１，０００億円

【地方財政措置】

公共施設等適正管理推進事業債

（充当率：９０％ 交付税措置率：財政力に応じて３０～５０％）

公共施設の脱炭素化の取組等の推進

１．公共施設等適正管理推進事業費における「脱炭素化事業」の追加

２．公営企業の脱炭素化

○ 令和３年１０月に改定された地球温暖化対策計画において、地方団体は国

が政府実行計画に基づき実施する取組に準じて率先的な取組を実施すること

とされたことを踏まえ、脱炭素化の取組を計画的に実施できるよう、「公共

施設等適正管理推進事業費」の対象事業に新たに「脱炭素化事業」を追加

○ 公営企業の脱炭素化の取組についても、地方財政措置を創設

【対象事業】

公共施設等適正管理推進事業費（脱炭素化事業）と同様

【事業期間】

令和４年度～令和７年度

【地方財政措置】

地方負担額の１／２について、一般会計負担（繰出）とし、
財政力に応じて当該負担の３０～５０％について交付税措置

＜ＺＥＢのイメージ＞

＜ＺＥＢ（Net Zero Energy Building）とは＞
一定の省エネルギーを図った上で、
再生可能エネルギー等の導入により、
エネルギー消費量を更に削減した建築物
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（参考）緊急防災・減災事業費の概要

＜事業期間＞

令和３年度〜令和７年度

＜事業費＞

５，０００億円（令和４年度）

＜現⾏の対象事業＞

公共・公⽤施設の防災機能強化・耐震化、避難所の環境改善・感染症対策 等

＜地⽅財政措置＞

緊急防災・減災事業債（充当率︓１００％、交付税措置率︓７０％）

【緊急防災・減災事業費の対象事業の拡充】

○ 消防本部における災害対応ドローンの整備

○ 消防救急デジタル無線の機能強化

○ 応援職員の受入れ施設等の整備 ※一部は令和３年度から適用

○ 連携・協力によるはしご自動車等の整備

○ 豪雨・台風災害や土石流災害など、近年、災害が頻発し、また、激甚化・

広域化する中で、人命に直結する発災時の応急対策がより重要となっているこ

と等を踏まえ、消防・防災力を一層強化するため、「緊急防災・減災事業費」

の対象事業を拡充

消防・防災力の一層の強化

＜災害対応ドローン＞ ＜応援職員の受⼊れ施設＞

元利償還⾦の70％を地⽅交付税措置 ⼀般財源

緊急防災・減災事業債（地⽅債充当率100％）

＜はしご⾃動⾞＞
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公立病院経営強化の推進

○ 公立病院が医師不足等による厳しい経営状況に直面する中、地域に必要な
医療提供体制を確保するため、地方団体が、機能分化・連携強化、医師・
看護師確保等による公立病院の経営強化に取り組めるよう地方財政措置を
拡充・延長

１．公立病院経営強化ガイドラインについて

２．公立病院経営強化に係る地方財政措置の拡充・延長

３．その他の地方財政措置の見直し

（２）医師派遣等に係る特別交付税措置の拡充

・看護師等の医療従事者の派遣、診療所への派遣を追加
・派遣元病院に対する措置を拡充（繰出額に対する措置の割合 0.6→0.8）

（３）専門アドバイザーの派遣（総務省・地方公共団体金融機構の共同事業）【継続】

・「公立病院経営強化プラン」の策定や経営強化の取組を支援

①病院の整備費全体を対象経費とする要件の見直し

複数の病院を統合する場合のほか、基幹病院が不採算
地区病院への支援を強化し、その機能を維持する場合
も対象に追加

②システム関係の対象経費の拡充

経営統合に伴うシステム統合をする場合のほか、医療
情報の連携のための電子カルテシステムの統一等をす
る場合も対象経費に追加

機能分化・連携強化のイメージ（例）

医師を確保

連携を強化

基幹病院

基幹病院以外の
不採算地区
病院等

急性期機能
を集約

医師派遣・
遠隔診療等

（１）機能分化・連携強化の推進に係る病院事業債（特別分）の拡充・延長

（１）不採算地区病院等への地方交付税措置の基準額引上げ（30％）の継続

（２）地方交付税措置の対象となる建築単価の上限の引上げ（36万円/㎡→40万円/㎡）

地方団体がガイドラインを踏まえて策定する「公立病院経営強化プラン」に基づき
公立病院の経営強化に取り組めるよう、地方財政措置を拡充・延長

限られた医師・看護師等の医療資源を地域全体で最大限効率

的に活用することを、これまで以上に重要な視点に位置付け

総務省 地方団体

＜令和3年12月＞ ＜令和3年度末まで＞ ＜令和4年度又は令和5年度中＞

「公立病院経営強化

プラン」の策定
「公立病院経営強化

ガイドライン」の策定

「公立病院経営強化
ガイドラインの方向性」

を取りまとめ（別添参照）

地域医療構想の実現や地域包括ケア

システムの構築に向けて果たすべき

役割を踏まえ、経営強化のために

必要な取組を記載
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① 地方公共団体に対する公立病院経営強化プラン

の策定の要請

ⅰ） 策定時期

令和４年度又は令和５年度中に策定

ⅱ） プランの期間

策定年度又はその次年度～令和９年度を標準

ⅲ） プランの内容

持続可能な地域医療提供体制を確保するため、
地域の実情に応じた、公立病院の経営強化のた
めに必要な取組を記載するよう求める

○ こうした課題を踏まえ、持続可能な地域医療提供体制を確保するため、地域医療を支える公立病院の

経営強化に向けた新たなガイドラインの策定が必要。

○ ガイドライン策定にあたっては、限られた医師・看護師等の医療資源を地域全体で最大限効率的に活

用するという視点をこれまで以上に重視するとともに、感染症拡大時の対応という視点も踏まえる必要。

※ ガイドラインの策定時期については、地域医療構想を含む第８次医療計画策定の進め方を踏まえ、

各地方公共団体において、公立病院経営強化プランの策定に早期に着手することが可能となるよう、

今年度末までに策定することを想定。

対応

新たなガイドラインの方向性

地域医療構想の実現や地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割を踏まえ、経営強化のため

に必要な取組を記載。主なポイントは以下のとおり。

【ポイント①】機能分化・連携強化の推進

・ 地域の中で各公立病院が担うべき役割や機能を明確化・最適化

（特に、基幹病院に急性期機能を集約し、医師を確保した上で、それ以外の不採算地区病院等との連携を強化）

【ポイント②】医師・看護師等の確保、働き方改革の推進

・ 不採算地区病院等への医師・看護師等の派遣の強化

・ 働き方改革の推進

【ポイント③】経営形態の見直し

・ 柔軟な人事・給与制度を通じ、医師等の確保につながる経営形態の見直し

【ポイント④】新興感染症に備えた平時からの対応

・ ①～③の取組に加え、感染拡大時に転用しやすい施設・設備の整備

プランの内容のポイント

○ 人口減少や少子高齢化に伴う医療需要の変化、医師等の不足を受け、地域医療を支える公立病院

の経営は、依然として厳しい状況。

○ 今後、医師の時間外労働規制への対応も迫られるなど、さらに厳しい状況が見込まれる。

○ また、コロナ対応に公立病院が中核的な役割を果たし、感染症拡大時の対応における公立病院の果

たす役割の重要性が改めて認識されるとともに、平時からの取組の必要性が浮き彫りとなった。

課題

② 都道府県の役割の強化

・ 都道府県の役割としては、地域医療構想の
策定主体としての調整機能をこれまで以上に
強化することが必要

・ 特に、機能分化・連携強化については、医療
資源が比較的充実した都道府県立病院が中
小規模の公立病院との連携・支援を強化して
いく枠組みも含め、都道府県が積極的に助言・
提案していくことが重要

「持続可能な地域医療提供体制を確保するための

公立病院経営強化ガイドライン｣の方向性について
（持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化に関する検討会中間とりまとめ（R3.12.10公表））
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下水道事業の広域化・共同化の推進

○ 都道府県において令和４年度末までに広域化・共同化計画を策定するとと
もに、各地方団体において同計画に基づき施設の統廃合をはじめとした広域
化・共同化に係る具体的な取組を進める必要

○ このため、公共下水道事業等の流域下水道への統合に係る地方財政措置を
拡充するとともに、同一下水道事業内の処理区統合を下水道事業債（広域
化・共同化分）の対象に追加

１．流域下水道への統合に係る地方財政措置の拡充

公共下水道同士の統合に比して、流域下水道への統合に要する経費がかかり増し
となる実態を踏まえ、流域下水道への統合のための接続管渠等の整備について、
繰出基準を１割引上げ

２．同一下水道事業内の処理区統合を対象に追加

同一下水道事業内の処理区統合を下水道事業債（広域化・共同化分）の対象に追加

処理場 処理場

接続管渠

A市公共下⽔道

処理区 処理区（参考）下水道事業債（広域化・共同化分）

＜地方財政措置＞

繰出基準：処理区域内人口密度に応じて４～８割

交付税措置：普通交付税措置 ７割

＜処理区域内人口密度100人/ha以上の例＞

うち70%を普通交付税措置

（現行）

（拡充後）

＜地方財政措置＝繰出基準×交付税措置率＞

処理区域内人口密度

（人/ha）

（現行）

広域化分

（拡充案）

流域下水道への統合分

100以上 28％ 35％

75以上100未満 35％ 42％

50以上75未満 42％ 49％

25以上50未満 49％ 56％

25未満 56％ 63％

３．専門アドバイザーの派遣（総務省・地方公共団体金融機構の共同事業）（継続）

下水道の広域化・共同化等の取組を専門技術的に支援

⼀般会計負担（５割）

⼀般会計負担（４割）

流域下水道への統合の場合に

繰出基準（一般会計負担）を１割引上げ

広域化・共同化に要する経費

（廃止）
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（単位：億円）

令和４年度
（見込）

令和３年度

① 905,900 895,915

② 412,305 380,802

③ 25,978 18,219

④ 2,267 3,577

⑤ 180,538 174,385

⑥ 76,077 112,407

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 ⑦ 17,805 54,796

⑧ ▲ 4 ▲ 2

⑨ ▲ 254 ▲ 345

638,635 631,432

68.5% 64.4%

8.4% 12.5%

〇 交付税特別会計借入金残高  29.6兆円（令和４年度末見込み）
　※令和３年度末見込み　     30.1兆円

主
な
地
方
財
政
関
係
指
標

一般財源総額　 ②＋③＋④＋⑤＋⑦＋⑧＋⑨

一般財源比率

地方債依存度　

〇 地方の借入金残高   　　189兆円程度（令和４年度末見込み）
　（東日本大震災分を含む）

　※令和３年度末見込み　　193兆円程度

※　令和３年度の歳入合計、地方税、地方譲与税、一般財源総額は、令和２年度徴収猶予
　の特例分を除いている。

区　　分

歳 入 合 計

地 方 税

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金 等

地 方 交 付 税

地 方 債

全 国 防 災 事 業
一 般 財 源 充 当 分

復 旧 ・ 復 興 事 業
一 般 財 源 充 当 分

②＋③＋④＋⑤＋⑧＋⑨
①

程度

⑥
①

主な地方財政指標積算基礎（通常収支分）

（参考）

程度

程度
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412,305 億円 382,704 億円 7.7 ％

（ 猶 予 特 例 分 除 き ） 412,305 億円 380,802 億円 8.3 ％

25,978 億円 18,462 億円 40.7 ％

（ 猶 予 特 例 分 除 き ） 25,978 億円 18,219 億円 42.6 ％

2,267 億円 3,577 億円 ▲ 36.6 ％

180,538 億円 174,385 億円 3.5 ％

76,077 億円 112,407 億円 ▲ 32.3 ％

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 17,805 億円 54,796 億円 ▲ 67.5 ％

▲ 4 億円 ▲ 2 億円 100.0 ％

▲ 254 億円 ▲ 345 億円 ▲ 26.4 ％

約 905,900 億円 898,060 億円 約 0.9 ％

638,635 億円 633,577 億円 0.8 ％

（ 猶 予 特 例 分 除 き ） 638,635 億円 631,432 億円 1.1 ％

620,135 億円 622,077 億円 ▲ 0.3 ％

（ 猶 予 特 例 分 除 き ） 620,135 億円 619,932 億円 0.0 ％

約 199,600 億円 201,540 億円 約 ▲ 1.0 ％

退 職 手 当 以 外 約 185,300 億円 186,816 億円 約 ▲ 0.8 ％

退 職 手 当 約 14,400 億円 14,724 億円 約 ▲ 2.2 ％

約 414,400 億円 408,824 億円 約 1.4 ％

う ち 補 助 分 約 234,600 億円 229,416 億円 約 2.3 ％

う ち 単 独 分 約 148,700 億円 148,296 億円 約 0.3 ％

う ち ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 事 業 費 10,000 億円 10,000 億円 0.0 ％

う ち 地 域 社 会 再 生 事 業 費 4,200 億円 4,200        億円 0.0 ％

う ち 地 域 デ ジ タ ル 社 会 推 進 費 2,000        億円 2,000        億円 0.0 ％

約 114,300 億円 117,799 億円 約 ▲ 3.0 ％

（ 猶 予 特 例 債 除 き ） 約 114,300 億円 115,654 億円 約 ▲ 1.2 ％

約 14,900 億円 14,694 億円 約 1.4 ％

う ち 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 費 1,100 億円 1,100        億円 0.0 ％

約 119,800 億円 119,273 億円 約 0.4 ％

う ち 直 轄 ・ 補 助 分 約 56,600 億円 57,136 億円 約 ▲ 0.9 ％

う ち 単 独 分 約 63,100 億円 62,137 億円 約 1.5 ％

う ち 緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 費 5,000 億円 5,000 億円 0.0 ％

う ち 公 共 施 設 等 適 正 管 理 推 進 事 業 費 5,800 億円 4,800 億円 20.8 ％

う ち 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 費 4,000 億円 4,000        億円 0.0 ％

約 24,300 億円 24,430 億円 約 ▲ 0.5 ％

う ち 企 業 債 償 還 費 普 通 会 計 負 担 分 約 14,400 億円 14,718 億円 約 ▲ 2.2 ％

18,500 億円 11,500 億円 60.9 ％

約 905,900 億円 898,060 億円 約 0.9 ％

約 887,400 億円 886,560 億円 約 0.1 ％

約 758,800 億円 754,043 億円 約 0.6 ％

増減率
（見込）

歳
　
　
　
　
入

地 方 税

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金 等

地 方 交 付 税

地 方 債

地 方 一 般 歳 出

復 旧 ・ 復 興 事 業
一 般 財 源 充 当 分

維 持 補 修 費

１．令和４年度地方財政収支見通しの概要（通常収支分）

歳 出 合 計

（ 水 準 超 経 費 を 除 く 交 付 団 体 ベ ー ス ）

(注) 本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

公 債 費

投 資 的 経 費

公 営 企 業 繰 出 金

水 準 超 経 費

全 国 防 災 事 業
一 般 財 源 充 当 分

歳 入 合 計

「 一 般 財 源 」

（ 水 準 超 経 費 を 除 く 交 付 団 体 ベ ー ス ）

歳
　
　
　
　
出

給 与 関 係 経 費

一 般 行 政 経 費

項　　　　　目
令和４年度
（見込）

令和３年度
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1,069 億円 1,326 億円 ▲ 19.4 ％

約 1,800 億円 1,913 億円 約 ▲ 5.9 ％

9 億円 8 億円 12.5 ％

4 億円 2 億円 100.0 ％

約 3,000 億円 3,328 億円 約 ▲ 9.9 ％

約 2,400 億円 2,458 億円 約 ▲ 2.4 ％

517 億円 789 億円 ▲ 34.5 ％

うち地方税等の減収分見合い歳出 368 億円 452 億円 ▲ 18.6 ％

約 3,000 億円 3,328 億円 約 ▲ 9.9 ％

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

（２）　全国防災事業

768 億円 744 億円 3.2 ％

254 億円 345 億円 ▲ 26.4 ％

1 億円 1 億円 0.0 ％

1,023 億円 1,090 億円 ▲ 6.1 ％

1,023 億円 1,090 億円 ▲ 6.1 ％

1,023 億円 1,090 億円 ▲ 6.1 ％

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

歳
　
　
入

震 災 復 興 特 別 交 付 税

国 庫 支 出 金

地 方 債

計

２．令和４年度地方財政収支見通しの概要（東日本大震災分）

（１）　復旧・復興事業

項　　　　　目
令和４年度
（見込）

令和３年度
増減率
(見込)

一 般 財 源 充 当 分

項　　　　　目
令和４年度
（見込）

令和３年度
増減率
(見込)

歳
　
　
出

直 轄 ・ 補 助 事 業 費

地 方 単 独 事 業 費

計

歳
　
　
入

地 方 税

一 般 財 源 充 当 分

雑 収 入

計

歳
　
出

公 債 費

計
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（ 参 考 ）

413,073 億円 383,448 億円 7.7 ％

413,073 億円 381,546 億円 8.3 ％

25,978 億円 18,462 億円 40.7 ％

25,978 億円 18,219 億円 42.6 ％

2,267 億円 3,577 億円 ▲ 36.6 ％

181,607 億円 175,711 億円 3.4 ％

180,538 億円 174,385 億円 3.5 ％

1,069 億円 1,326 億円 ▲ 19.4 ％

76,086 億円 112,415 億円 ▲ 32.3 ％

17,805 億円 54,796 億円 ▲ 67.5 ％

約 909,900 億円 902,478 億円 約 0.8 ％

640,730 億円 635,994 億円 0.7 ％

640,730 億円 633,849 億円 1.1 ％

約 199,600 億円 201,540 億円 約 ▲ 1.0 ％

退 職 手 当 以 外 約 185,300 億円 186,816 億円 約 ▲ 0.8 ％

退 職 手 当 約 14,400 億円 14,724 億円 約 ▲ 2.2 ％

約 414,400 億円 408,824 億円 約 1.4 ％

う ち 補 助 分 約 234,600 億円 229,416 億円 約 2.3 ％

う ち 単 独 分 約 148,700 億円 148,296 億円 約 0.3 ％

う ち ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 事 業 費 10,000 億円 10,000 億円 0.0 ％

う ち 地 域 社 会 再 生 事 業 費 4,200 億円 4,200        億円 0.0 ％

う ち 地 域 デ ジ タ ル 社 会 推 進 費 2,000    億円 2,000        億円 0.0 ％

約 114,300 億円 117,799 億円 約 ▲ 3.0 ％

（ 猶 予 特 例 債 除 き ） 約 114,300 億円 115,654 億円 約 ▲ 1.2 ％

約 14,900 億円 14,694 億円 約 1.4 ％

う ち 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 費 1,100 億円 1,100        億円 0.0 ％

約 119,800 億円 119,273 億円 約 0.4 ％

う ち 直 轄 ・ 補 助 分 約 56,600 億円 57,136 億円 約 ▲ 0.9 ％

う ち 単 独 分 約 63,100 億円 62,137 億円 約 1.5 ％

う ち 緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 費 5,000 億円 5,000 億円 0.0 ％

うち 公共 施設 等適 正管 理推 進事 業費 5,800 億円 4,800 億円 20.8 ％

う ち 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 費 4,000 億円 4,000        億円 0.0 ％

約 24,300 億円 24,430 億円 約 ▲ 0.5 ％

うち企業債償還費普通会計負担分 約 14,400 億円 14,718 億円 約 ▲ 2.2 ％

18,500 億円 11,500 億円 60.9 ％

約 3,000 億円 3,328 億円 約 ▲ 9.9 ％

1,023 億円 1,090 億円 ▲ 6.1 ％

約 909,900 億円 902,478 億円 約 0.8 ％

約 761,700 億円 757,292 億円 約 0.6 ％

(注)本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

令和４年度地方財政収支見通しの概要
（通常収支分と東日本大震災分の合計）

項　　　　　目
令和４年度
（見込）

令和３年度
増減率

（見込）

震 災 復 興 特 別 交 付 税 以 外

震 災 復 興 特 別 交 付 税

地 方 債

歳
　
　
　
　
入

地 方 税

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金 等

地 方 交 付 税

（ 猶 予 特 例 分 除 き ）

（ 猶 予 特 例 分 除 き ）

歳
　
　
　
　
出

通
　
常
　
収
　
支
　
分

給 与 関 係 経 費

一 般 行 政 経 費

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

歳 入 合 計

「 一 般 財 源 」

公 営 企 業 繰 出 金

水 準 超 経 費

公 債 費

維 持 補 修 費

投 資 的 経 費

歳 出 合 計

地 方 一 般 歳 出

東

日

本

大

震

災

分

復 旧 ・ 復 興 事 業 費

全 国 防 災 事 業 費

（ 猶 予 特 例 分 除 き ）
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（ 参 考 １ ）

地方財政計画の伸び率等の推移 （単位：％）

対 前 年 度 伸 び 率
年 度

地方財政計画 地方一般歳出 地 方 税 地方交付税

昭和６１年度 ４．６ ４．３ ６．９ ４．０

６２ ２．９ ２．９ ０．６ ０．６

６３ ６．３ ５．７ ９．４ ７．５

平成 元 年度 ８．６ ７．１ ８．１ １７．３

２ ７．０ ６．７ ７．５ １０．３

３ ５．６ ７．４ ６．１ ７．９

４ ４．９ ５．９ ４．１ ５．７

５ ２．８ ４．４ １．６ ▲ １．６

６ ３．６ ４．６ ▲ ５．７ ０．４

７ ４．３ ３．６ ３．６ ４．２

８ ３．４ ２．３ ０．１ ４．３

９ ２．１ ０．９ ９．６ １．７

１０ ０．０ ▲ １．６ ３．９ ２．３

１１ １．６ １．８ ▲ ８．３ １９．１

１２ ０．５ ▲ ０．９ ▲ ０．７ ２．６

１３ ０．４ ▲ ０．６ １．５ ▲ ５．０

１４ ▲ １．９ ▲ ３．３ ▲ ３．７ ▲ ４．０

１５ ▲ １．５ ▲ ２．０ ▲ ６．１ ▲ ７．５

１６ ▲ １．８ ▲ ２．３ ０．５ ▲ ６．５

１７ ▲ １．１ ▲ １．２ ３．１ ０．１

１８ ▲ ０．７ ▲ １．２ ４．７ ▲ ５．９

１９ ▲ ０．０ ▲ １．１ １５．７ ▲ ４．４

（ ６．５ ）

２０ ０．３ ０．０ ０．２ １．３

２１ ▲ １．０ ０．７ ▲１０．６ ２．７

２２ ▲ ０．５ ０．２ ▲１０．２ ６．８

２３ ０．５ ０．８ ２．８ ２．８

２４ ▲ ０．８ ▲ ０．６ ０．８ ０．５

２５ ０．１ ▲ ０．１ １．１ ▲ ２．２

２６ １．８ ２．０ ２．９ ▲ １．０

２７ ２．３ ２．３ ７．１ ▲ ０．８

２８ ０．６ ０．９ ３．２ ▲ ０．３

２９ １．０ １．０ ０．９ ▲ ２．２

３０ ０．３ ０．９ ０．９ ▲ ２．０

令和 元 年度 ３．１ ４．０ １．９ １．１

２ １．３ ２．３ １．９ ２．５

３ ▲ １．０ ▲ ０．６ ▲ ７．０ ５．１

４ ０．９ ０．６ ８．３ ３．５

（注１）（ ）内は、税源移譲分を除いた伸率(平成18年度の地方税に所得譲与税を含めて伸率を算出)

である。

（注２） 平成24年度以降は通常収支分の伸率である。

（注３） 地方税については令和2年度徴収猶予の特例分を除いている。
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( 参 考 ２ )

地 方 債 等 関 係 資 料

地 方 債 対 前 年 度 地 方 債 地方の借入金

年 度 計 画 額 増 減 額 依 存 度 残 高

（億円) （億円) （％) （兆円)

昭和６１年度 ４４，２９０ ４，７９０ ８．４ ６１

６２ ５３，９００ ９，６１０ ９．９ ６４

６３ ６０，４８１ ６，５８１ １０．４ ６６

平成 元 年度 ５５，５９２ ▲ ４，８８９ ８．８ ６６

２ ５６，２４１ ６４９ ８．４ ６７

３ ５６，１０７ ▲ １３４ ７．９ ７０

４ ５１，４００ ▲ ４，７０７ ６．９ ７９

５ ６２，２５４ １０，８５４ ８．１ ９１

６ １０３，９１５ ４１，６６１ １３．１ １０６

７ １１３，０５４ ９，１３９ １３．７ １２５

８ １２９，６２０ １６，５６６ １５．２ １３９

９ １２１，２８５ ▲ ８，３３５ １３．９ １５０

１０ １１０，３００ ▲１０，９８５ １２．７ １６３

１１ １１２，８０４ ２，５０４ １２．７ １７４

１２ １１１，２７１ ▲ １，５３３ １２．５ １８１

１３ １１９，１０７ ７，８３６ １３．３ １８８

１４ １２６，４９３ ７，３８６ １４．４ １９３

１５ １５０，７１８ ２４，２２５ １７．５ １９８

１６ １４１，４４８ ▲ ９，２７０ １６．７ ２０１

１７ １２２，６１９ ▲１８，８２９ １４．６ ２０１

１８ １０８，１７４ ▲１４，４４５ １３．０ ２００

１９ ９６，５２９ ▲１１，６４５ １１．６ １９９

２０ ９６，０５５ ▲ ４７４ １１．５ １９７

２１ １１８，３２９ ２２，２７４ １４．３ １９９

２２ １３４，９３９ １６，６１０ １６．４ ２００

２３ １１４，７７２ ▲２０，１６７ １３．９ ２００

２４ １１１，６５４ ▲ ３，１１８ １３．６ ２０１

２５ １１１，５１７ ▲ １３７ １３．６ ２０１

２６ １０５，５７０ ▲ ５，９４７ １２．７ ２０１

２７ ９５，００９ ▲１０，５６１ １１．１ １９９

２８ ８８，６０７ ▲ ６，４０２ １０．３ １９７

２９ ９１，９０７ ３，３００ １０．６ １９６

３０ ９２，１８６ ２７９ １０．６ １９４

令和 元 年度 ９４，２８２ ２，０９６ １０．５ １９２

２ ９２，７８３ ▲ １，５００ １０．２ １９２

３ １１２，４０７ １９，６２５ １２．５ １９３程度

（見込）

４ ７６，０７７ ▲３６，３３１ ８．４ １８９程度

（見込）
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